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① 実地指導における主な指摘事項にはどのようなものがあるか？  

 

県指導監査室による実地指導（特定施設入居者生活介護）において指摘のあ

った主な指摘事項は下記のとおりです。 

 

①人員基準に関するもの 

・介護職員について、人員基準欠如の月が見られた。 

・従業員の配置の基準となる利用者の数について、前年度の平均値を用いて

いなかった。 

 

②設備に関する基準 

・宿泊室を居室として利用していた。 

 

③運営に関する基準 

 ア 内容及び手続きの説明及び契約の締結等 

 【重要事項説明書】 

・従業員が実態と異なっていた。 

・苦情申立先として保険者（市町）及び国保連の所在地の記載がない又は

不十分であった。 

・国保連の連絡先が苦情相談窓口専用電話番号（０８３－９９５－１０１

０）になっていなかった。 

・受託居宅サービスの単位数と利用料金が誤っていた。 

・食事の提供に係る利用料が実態と異なっていた。 

・利用料その他費用の額は料金表に記載とあったが、料金表がなかった。 

  

イ 運営規定 

 ・新たに委託契約した受託居宅サービスに係る説明が記載されていない。 

 

ウ 勤務体制の確保等 

 ・特定施設入居者生活介護事業所における従業員が併設事業所等の業務を

兼務しており勤務時間を按分していたが、按分された時間数が勤務実態

と異なっていた。 
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エ 指定特定施設入居者生活介護の取扱方針 

 ・身体的拘束を行う際の同意や記録が不十分であった。 

 

オ 特定施設サービス計画の作成 

 ・新規入居者について特定施設サービス計画の原案が速やかに作成されて

おらず、その結果、利用者又はその家族に対して当該計画原案の説明、

同意がないまま長期間サービスが提供されていた。 

・特定施設サービスの原案が、他の特定施設従業者と協議されることなく

計画作成担当者のみで作成されていた。 

・介護予防特定施設サービス計画が終了するまでに、実施状況のモニタリ

ングが行われていなかった。 

・外部利用型において特定施設サービス計画と受託居宅サービスの計画が

一体的に作成されていた。 

 

カ 受託居宅サービスの提供（外部利用型） 

・受託居宅サービス事業者が受託居宅サービスを提供した際に、特定施設

入居者生活介護事業者は、サービス提供票を受領したのみで、提供日時、

時間、具体的なサービスの内容等を文書により報告を受けていなかった。 

 

キ 受託居宅サービス事業者への委託（外部利用型） 

 ・外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業者は事業開始に当たり、

訪問介護、訪問看護及び通所介護を提供する事業者とこれらの提供に関

する業務委託契約を締結する必要があるが、利用がないサービスについ

て契約締結がなされていなかった。 

 

ク 利用料の受領 

 ・介護報酬改定等により利用料を改定する際に、改めて説明を行っていな

い。 

 

ケ 会計の区分 

 ・指定特定施設入居者生活介護事業の会計が指定介護予防特定施設入居者

生活介護事業の会計と区分されていない。 
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④介護給付費の算定及び取扱いに関するもの  

ア 個別機能訓練加算 

・個別機能訓練を行う場合に、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者 

に対して個別機能訓練計画の内容を説明し、記録することとなっている

が、記録が確認できなかった。 

・個別機能訓練計画の内容を利用者に説明し同意を得て署名徴しているが、

同意年月日が記入されていなかった。 
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② 指定基準に、「事業の開始に当たっては、訪問介護、訪問看護、

通所介護事業者と業務委託契約を行うこと」とあるが、指定後に

ついても同様か？ 

 

 訪問介護・訪問看護・通所介護事業者との委託契約は必須であるため、委託

契約がされない状態は指定基準違反となります。 

（山口県が厚生労働省に確認済） 

 

また、委託先は同一法人の事業所でもよいか？ 

委託先は、指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者でな

ければなりませんが、同一法人かどうかは問いません 

 

参考 

下関市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（受託居宅サービス事業者への委託） 

第２４６条  

２ 受託居宅サービス事業者は、指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者（法第４２条の２第１項に規定

する指定地域密着型サービス事業者をいう。）でなければならない。 

４ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者は、事業の開始に当たっては、指定訪問介護、指定訪問看護及

び指定通所介護を提供する事業者と、第１項に規定する方法によりこれらの提供に関する業務を委託する契約を締結するもの

とする。 
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③ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護における軽度者レ

ンタルの協議書とは？ 

 

 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業所が、受託居宅サービスの

提供に関する業務を委託する契約を介護予防福祉用具貸与事業所及び福祉用具

貸与事業所（以下「福祉用具貸与事業所」という。）と取り交わし、利用者に

対して介護予防福祉用具貸与及び福祉用具貸与（以下「福祉用具貸与」という。）

を貸与する場合、軽度者（要支援１・２及び要介護１の者をいう。ただし、自

動排泄処理装置については、要支援１・２及び要介護１・２・３の者をいう。）

については、その状態像から利用が想定されにくい福祉用具貸与に係る福祉用

具の種目について、一定の条件に該当するものを除き、原則として保険給付の

対象外となっています。 

 下関市においては、軽度者に対して原則は保険給付の対象外となっている福

祉用具を貸与する場合には、下関市ＨＰにありますガイドラインを基に取り扱

いますので、当該ガイドラインの内容に留意し、必要に応じて「福祉用具貸与

に係る協議書」の提出等をお願いします。 

 

〔法令等〕 

１．厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予

防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位数（平成

18 年3 月 28 日厚生労働省告示第 165 号）別表第一 ８ 

 「利用者に対して、指定福祉用具貸与（指定居宅サービス基準第１９３条に規定する指定福祉用具貸与

をいう。以下同じ。）に係る受託居宅サービス事業者が、指定福祉用具貸与を行った場合には、現に指

定福祉用具貸与に要した費用の額を当該指定特定施設の所在地に適用される特定施設入居者生活介護

の１単位の単価で除して得た単位数（１単位未満の端数があるときは、これを切り捨てて得た単位数）

を算定する。なお、指定居宅サービス介護給付費単位数表の福祉用具貸与費の注１から注３まで及び

注５については適用しない。」 

 

２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年２月１０日厚生省告示第１９号）

別表１１ 注４ 

「要介護状態区分が要介護１である者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉

用具貸与に係る福祉用具の種目(平成１１年厚生省告示第９３号)第１項に規定する車いす、同告示第

２項に規定する車いす付属品、同告示第３項に規定する特殊寝台、同告示第４項に規定する特殊寝台

付属品、同告示第５項に規定する床ずれ防止用具、同告示第６項に規定する体位変換器、同告示第１

１項に規定する認知症老人徘徊感知機器及び同告示第１２項に規定する移動用リフトに係る指定福

祉用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。また、要介護状態区分が要介護１、要介

護２又は要介護３である者に対して、同告示第 13 項に規定する自動排泄処理装置(尿のみを自動的に

吸引する機能のものを除く。)に係る指定福祉用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。

ただし、別に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限りでない。」 
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④ 短期利用特定施設入居者生活介護に係る届出書について 

 

 新たに「短期利用型特定施設入居者生活介護に係る届出書」を作成したため、

「介護給付費算定体制に係る体制等状況一覧表」に添付する添付書類について、

下記の通り変更しますので、ご留意ください。 

 

１．内容 

 

特定施設入居者生活介護 

 

短期利用型特定施設入居者生活介護 

（旧）なし 

（新）短期利用特定施設入居者生活介護に係る届出書 

 

２．適用時期 

 

 平成２５年４月１日以降提出の書類 
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（別紙２５）

短期利用特定施設入居者生活介護に係る届出書

　短期利用特定施設入居者生活介護に係る届出内容

① 指定年月日 ････ 　平成 年 月 日

② 前３月の平均入居率　････ ％ ８０％以上

人 人 人

人 人 人

％ ％ ％

③ 利用料等 ※該当する場合には○をつけること

④ その他 ※いずれかに該当する場合には○をつけること

 備考

1  外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費を算定している場合や介護予防特定施設入居者

 生活介護としては、短期利用できないものであること

2  短期利用に当たっては、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること

3  短期利用は、当該特定施設施設の入居定員の範囲内で空いている居室（個室に限る。）を利用

 するものであること。なお、短期利用特定施設入居者生活介護を受ける入居者は、当該特定施

 設の入居定員の１００分の１０以下であること

######

　月 　月 　月

介護保険法の規定による勧告等を受けた日から起算して
５年以上の期間が経過していること

施 設 種 別

事 業 所 名

異 動 区 分   １　新　規　　　　　２　変　更　　　　　３　終　了

定員

　特定施設入居者生活介護

###### ######入居率

末日の入居者数

######

介護保険法の規定による勧告等を受けたことがないこと

敷金・家賃・サービスに係る費用を除き、権利金その他
の金品を受領していないこと。
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（再掲） 

 

一定の要件を満たす特定施設については、家族介護者支援を促進する観点か

ら、特定施設の空室における短期利用を可能とする見直しが行われました。 

 

   
要介護１ 560 単位／日 

短期利用 

特定施設入居者生活介護費 

（新設） 

 

要介護２ 628 単位／日 

要介護３ 700 単位／日 

要介護４ 768 単位／日 

   
要介護５ 838 単位／日 

 

※ 予防はありません。 

※ 短期利用特定施設入居者生活介護は、区分支給限度基準額に含まれます。 

 

※算定要件 

・ 特定施設入居者生活介護事業所が初めて指定を受けた日から起算して 3 年

以上経過していること。 

・ 入居定員の範囲内で空室の居室（定員が１人であるものに限る。）を利用

すること。ただし、短期利用の利用者は、入居定員の 100 分の 10 以下である

こと。 

・ 利用の開始に当たって、あらかじめ 30 日以内の利用期間を定めること。 

・ 短期利用の利用者を除く入居者が入居定員の 100 分の 80 以上であること。 

・ 権利金その他の金品を受領しないこと。 

・ 介護保険法等の規定による勧告等を受けた日から起算して 5 年以上である

こと。 

（注）外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費を算定している場合には

適用しない。 
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⑤ 外泊・外出時の報酬算定はどのようにすればよいか？ 

  

介護報酬の算定告示において、「指定特定施設において指定特定施設入居者生

活介護を行った場合に算定できる」とされています。よって、外泊、入院等に

より入居者が不在の場合は、介護報酬は算定できません。また、入居契約の締

結日から実際の入居日までに期間があいた場合でも、その間の介護報酬は算定

できません。 

なお、日帰りでの外出の場合は、介護報酬を請求できることができます。 

 

【具体例】 
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担当者名簿 

 

 介護保険サービス事業者の指定・指導・事業運営に係る相談対応等の業務は、

下関市福祉部介護保険課事業者係（下関商工会館４階）にて行っています。 

 サービス及び相談票・協議書別の担当者名は以下のとおりです（平成２５年

６月時点）。 

※平成２５年４月１日より係名が変わっておりますので、運営規程・重要事項説明書等に

連絡先として記載している内容を今一度ご確認ください。 

 

下関市福祉部介護保険課事業者係
〒７５０－０００６　下関市南部町２１番１９号　下関商工会館４階
Ｔ ｅ ｌ　０８３－２３１－１３７１
Ｆ ａ ｘ　０８３－２３１－２７４３

職 名
係　　長 田　　島
主　　任 沖　　野

訪問介護 ○ 主　　事 豊　　川
訪問入浴介護 ○ 主任主事 小　　橋
訪問看護 ○ 主　　任 河　　村

主任主事 難　　波
主　　事 藤　　野

居宅療養管理指導 ○ 主　　任 河　　村
主任主事 難　　波
主　　事 藤　　野
主任主事 難　　波
主　　事 藤　　野

短期入所生活介護 ○ 主　　任 岩　　本
（老健） 主　　任 山　　﨑
（療養型） 主　　任 本　　名

特定施設入居者生活介護 ○ 主　　事 進　　藤
福祉用具貸与 ○ 主任主事 小　　橋
特定福祉用具販売 ○ 主任主事 小　　橋
居宅介護支援 主　　事 進　　藤
介護老人福祉施設 主　　任 岩　　本
介護老人保健施設 主　　任 山　　﨑
介護療養型医療施設 主　　任 本　　名
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 主　　事 豊　　川
夜間対応型訪問介護 主　　事 豊　　川

主任主事 難　　波
主　　事 藤　　野

小規模多機能型居宅介護 ○ 主　　任 河　　村
認知症対応型共同生活介護 ○ 主任主事 小　　橋
地域密着型特定施設入居者生活介護 主　　事 進　　藤
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 主　　任 岩　　本
複合型サービス 主　　任 河　　村
介護予防支援 主　　事 進　　藤

職 名
同居家族がいる場合の生活援助の算定 主　　事 豊　　川
認定の有効期間の半数を超えて利用する短期入所 主　　任 岩　　本
軽度者に対する福祉用具貸与 主　　任 本　　名

担当者
相談票・協議書名

短期入所療養介護 ○

訪問リハビリテーション

通所リハビリテーション

○

○

通所介護 ○

認知症対応型通所介護 ○

下関市福祉部介護保険課事業者係　担当者名簿

（総括）

介護
予防

担当者
サービス名




